（第１－２号様式）
		応募資格に関する申出書
　　年　　月　　日
（宛先）
　京 都 市 長
所　在　地
商号又は名称
代 表 者 名　　　　　　　　　　　　

「シェアサイクルの利用・普及促進に向けた公有地貸出先企業等の募集に関する要項」第２章１⑴に規定する応募資格要件について、以下１～１２を全て満たしていることを申し出ます。

１　応募企業等は法人その他の団体である。
２　会社更生法に基づく更生手続き開始の申立をしていない、又は民事再生法に基づく再生手続き開始の申立をしていない。 
３　本市の定める公有地の使用許可等の条件及び関係法令等を遵守する。
４　契約を締結する能力を有する者又は代表者が成年被後見人、被保佐人又は破産者でない。
５　代表者、役員又はその使用人が刑法第９６条の６又は第１９８条に違反する容疑があったとして逮捕若しくは送検され、又は逮捕を経ないで公訴を提起された日から２年を経過しない者でない。
６　団体又はその代表者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条又は第８条第１項第１号に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定された日から２年を経過しない者でない。
７　団体又はその代表者が、事業者として行う業務に関連する法規に違反するとして関係機関に認定された日から２年を経過しない者でない。
８　地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により、本市における一般競争入札の参加を制限されていない。
９　団体又はその代表者が、京都市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団員及び暴力団員等又は暴力団密接関係者でない。
⇒　第５号様式＜共通様式＞を提出してください。
１０　本市の競争入札参加有資格者であること。
※　本市の競争入札参加有資格者でない場合であっても、京都市競争入札等取扱要綱第２条第１項各号に掲げる資格を有する者である場合は、本募集においては競争入札参加有資格者とみなします。
⇒　募集要項第４章１⑴イに掲げる資料を提出してください。
１１　京都市競争入札等取扱要綱第２９条第１項に定める競争入札参加停止処分を受けていない。
１２　法人、団体又はその代表者が、次に掲げるものを滞納していない。
ア　所得税又は法人税【連絡担当者】
所　属：
氏　名：
電　話：
ＦＡＸ：
メール：

イ　消費税及び地方消費税
ウ　市民税及び法人市民税、固定資産税、都市計画税
⇒　国税及び市税等の納税証明書を提出してください。
エ　水道料金及び下水道使用料　
⇒　調査同意書（水道料金・下水道使用料）を提出してください。
